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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第３区分
【発行日】平成25年1月10日(2013.1.10)

【公開番号】特開2011-118765(P2011-118765A)
【公開日】平成23年6月16日(2011.6.16)
【年通号数】公開・登録公報2011-024
【出願番号】特願2009-276913(P2009-276913)
【国際特許分類】
   Ｇ０６Ｆ  17/30     (2006.01)
   Ｇ０６Ｆ  13/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０６Ｆ  17/30    ３４０Ａ
   Ｇ０６Ｆ  13/00    ５４０Ｒ

【手続補正書】
【提出日】平成24年11月19日(2012.11.19)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コンテンツを視聴するための操作の内容とそれぞれの前記操作の時刻を表す情報を含む
視聴ログを取得する取得手段と、
　前記取得手段により取得された前記視聴ログに基づいて、ユーザの視聴行動を表す確率
的状態遷移モデルである視聴行動モデルを学習する学習手段と、
　前記学習手段による学習によって得られた前記視聴行動モデルを用いて、現在のユーザ
の視聴状態を認識する認識手段と、
　前記認識手段により認識された現在のユーザの視聴状態を起点として、所定時間経過後
のユーザの視聴行動を前記視聴行動モデルを用いて予測する予測手段と、
　前記予測手段により予測された視聴行動によって視聴されることが予測されるコンテン
ツに関する情報を表示させる表示制御手段と
　を備える情報処理装置。
【請求項２】
　前記予測手段は、前記所定時間経過後のユーザの視聴行動を生起確率として予測する
　請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項３】
　前記予測手段は、前記視聴行動モデルの各時刻における各状態の観測確率を等確率と仮
定して、前記視聴行動モデルの状態遷移確率に基づいて前記所定時間経過後の各状態の生
起確率を計算することにより、前記所定時間経過後のユーザの視聴行動を予測する
　請求項２に記載の情報処理装置。
【請求項４】
　前記予測手段は、前記視聴行動モデルの状態遷移確率に基づいて乱数を用いて試行的に
決定した前記視聴行動モデルの前記所定時間経過後までの各状態の生起確率を計算するこ
とにより、前記所定時間経過後のユーザの視聴行動を予測する
　請求項２に記載の情報処理装置。
【請求項５】
　前記予測手段は、前記所定時間経過後の生起確率が最大となっている前記視聴行動、ま
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たは、所定の閾値以上となっている前記視聴行動を、前記所定時間経過後のユーザの視聴
行動として予測する
　請求項３に記載の情報処理装置。
【請求項６】
　前記視聴行動モデルは、スパース制約が与えられた、隠れ状態を含む確率的状態遷移モ
デルの隠れ状態マルコフモデルである
　請求項５に記載の情報処理装置。
【請求項７】
　前記視聴行動モデルは、スパース制約が与えられた、マルチストリーム型隠れ状態マル
コフモデルである
　請求項５に記載の情報処理装置。
【請求項８】
　前記視聴行動モデルの学習時に前記学習手段により算出された尤度が閾値より低い場合
、または前記視聴行動モデルのエントロピーの値が閾値より高い場合、前記視聴行動モデ
ルを用いた予測を行わせないように前記予測手段を制御する制御手段をさらに備える
　請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項９】
　前記認識手段による現在のユーザの視聴状態の認識時に得られる尤度が閾値より低い場
合、前記認識手段により認識された現在のユーザの視聴状態を起点として予測を行わせな
いように前記予測手段を制御する制御手段をさらに備える
　請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項１０】
　コンテンツを視聴するための操作の内容とそれぞれの前記操作の時刻を表す情報を含む
視聴ログを取得し、
　取得した前記視聴ログに基づいて、ユーザの視聴行動を表す確率的状態遷移モデルであ
る視聴行動モデルを学習し、
　学習によって得られた前記視聴行動モデルを用いて、現在のユーザの視聴状態を認識し
、
　認識した現在のユーザの視聴状態を起点として、所定時間経過後のユーザの視聴行動を
前記視聴行動モデルを用いて予測し、
　予測した視聴行動によって視聴されることが予測されるコンテンツに関する情報を表示
させる
　ステップを含む情報処理方法。
【請求項１１】
　コンテンツを視聴するための操作の内容とそれぞれの前記操作の時刻を表す情報を含む
視聴ログを取得し、
　取得した前記視聴ログに基づいて、ユーザの視聴行動を表す確率的状態遷移モデルであ
る視聴行動モデルを学習し、
　学習によって得られた前記視聴行動モデルを用いて、現在のユーザの視聴状態を認識し
、
　認識した現在のユーザの視聴状態を起点として、所定時間経過後のユーザの視聴行動を
前記視聴行動モデルを用いて予測し、
　予測した視聴行動によって視聴されることが予測されるコンテンツに関する情報を表示
させる
　ステップを含む処理をコンピュータに実行させるプログラム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９３
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【００９３】
　観測値xが与えられたときの状態siに関する時刻tにおける全体の観測確率は、図８に示
す３ストリームの場合は下式（１）のように表される。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９４】
【数１】

　式（１）のbi
OP(xt

OP)は操作IDの時系列データに対応する出力確率密度関数であり、bi
day(xt

day)は曜日の時系列データに対応する出力確率密度関数である。bi
time(xt

time)は
時刻の時系列データに対応する出力確率密度関数である。それぞれの出力確率密度関数に
対して指数として与えられるwOP,wday,wtimeは下式（２）の条件を満たす。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９５】

【数２】

　また、観測値xが与えられたときの状態siに関する時刻tにおける全体の観測確率は、図
９に示す４ストリームの場合は下式（３）のように表される。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９６】
【数３】

　bi
duration(xt

duration)は視聴操作間隔の時系列データに対応する出力確率密度関数で
ある。それぞれの出力確率密度関数に対して指数として与えられるwOP,wday,wtime,wdura
tionは下式（４）の条件を満たす。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１５８】
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　バス１０４には、さらに、入出力インタフェース１０５が接続されている。入出力イン
タフェース１０５には、キーボード、マウスなどよりなる入力部１０６、ディスプレイ、
スピーカなどよりなる出力部１０７が接続される。また、入出力インタフェース１０５に
は、ハードディスクや不揮発性のメモリなどよりなる記憶部１０８、ネットワークインタ
フェースなどよりなる通信部１０９、リムーバブル記録媒体１１１を駆動するドライブ１
１０が接続される。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１６０】
　CPU１０１が実行するプログラムは、例えばリムーバブル記録媒体１１１に記録して、
あるいは、ローカルエリアネットワーク、インターネット、デジタル放送といった、有線
または無線の伝送媒体を介して提供され、記憶部１０８にインストールされる。
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